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　1925（大正14）年、新
にい

穂
ほ
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と

免
め
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助

成

業

務

補
助
事
業

　

私
立
大
学
等
に
対
し
て
補
助
金
の
交
付

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

私
立
の
大
学
、
短
期
大
学
及
び
高
等
専
門

学
校
の
健
全
な
発
達
に
資
す
る
た
め
、
国
か

ら
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の
交
付
を
受

け
、
こ
れ
を
財
源
と
し
て
大
学
等
を
設
置
し

て
い
る
学
校
法
人
に
補
助
金
を
交
付
し
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
は
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
興
支
援
分
（
28
億
３
４
６
８
万
円
）
を
含

む
３
１
８
０
億
８
４
６
８
万
円
を
国
か
ら
受

け
入
れ
、
同
額
を
交
付
す
る
予
定
で
す
。

貸
付
事
業

　

学
校
法
人
等
に
対
し
て
固
定
金
利
で
長

期
の
融
資
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

学
校
法
人
、
準
学
校
法
人
等
に
対
し
て
、

そ
の
設
置
す
る
私
立
学
校
の
校
地
・
校
舎
等

の
施
設
設
備
の
整
備
に
要
す
る
資
金
、
そ
の

他
経
営
に
必
要
な
資
金
に
つ
い
て
固
定
金
利

で
長
期
の
融
資
を
行
い
ま
す
。

　

ま
た
、
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
等
防
災

安
全
機
能
強
化
に
か
か
る
耐
震
改
築
及
び
改

修
工
事
等
の
た
め
、
通
常
よ
り
有
利
な
貸
付

条
件
で
融
資
を
行
い
ま
す
。

　

27
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
額
は
、
７
０
０

億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

貸
付
財
源
は
、
財
政
融
資
資
金
３
６
７
億

円
、
自
己
調
達
資
金
３
３
３
億
円
（
う
ち
、

共
済
業
務
に
か
か
る
長
期
勘
定
・
厚
生
年
金

勘
定
か
ら
の
借
り
入
れ
２
２
２
億
円
）
を
予

定
し
て
い
ま
す
。

受
配
者
指
定
寄
付
金
事
業

　

受
配
者
指
定
寄
付
金
の
受
け
入
れ
と
配

付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

私
立
学
校
の
教
育
と
研
究
の
振
興
の
た
め

に
企
業
等
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
こ
れ

を
寄
付
者
が
指
定
し
た
学
校
法
人
に
配
付
し

ま
す
。
こ
の
寄
付
金
は
所
得
税
、
法
人
税
に

つ
い
て
税
法
上
の
優
遇
措
置
（
昭
和
40
年
大

蔵
省
告
示
第
１
５
４
号
）が
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

27
年
度
は
、
受
入
計
画
額
１
４
０
億
円
に

対
し
、
同
額
を
配
付
す
る
予
定
で
す
。

学
術
研
究
振
興
基
金
事
業

　

学
術
研
究
振
興
基
金
へ
の
寄
付
金
の
受

け
入
れ
と
学
術
研
究
振
興
資
金
の
交
付
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　

私
立
学
校
の
学
術
研
究
に
直
接
必
要
な
資

金
を
交
付
す
る
た
め
、
学
術
研
究
振
興
基
金

に
広
く
一
般
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
そ

の
基
金
を
運
用
し
、
運
用
益
を
学
術
研
究
振

平
成
27
年
度

私
学
事
業
団
の
事
業
計
画
と
予
算

興
資
金
と
し
て
学
術
研
究
の
た
め
の
設
備
の

取
得
費
、
維
持
費
そ
の
他
研
究
に
要
す
る
経

費
に
対
し
て
交
付
し
ま
す
。

　

こ
の
寄
付
金
は
、
所
得
税
、
法
人
税
に
つ

い
て
税
法
上
の
優
遇
措
置
（
特
定
公
益
増
進

法
人
の
措
置
）
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

27
年
度
は
、
学
術
研
究
振
興
基
金
の
受
入

計
画
額
５
０
０
万
円
、
学
術
研
究
振
興
資
金

の
交
付
計
画
額
１
億
１
０
０
０
万
円
を
予
定

し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
前
年
度
末
に
お
け
る
学
術
研
究
振

興
基
金
の
保
有
額
は
、
54
億
４
５
４
万
円
で

す
。経

営
支
援
・
情
報
提
供
事
業

　

学
校
法
人
自
身
が
経
営
上
の
問
題
点
を

早
期
発
見
す
る
た
め
の
方
策
の
提
案
や
、

自
ら
行
う
経
営
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み

に
対
し
て
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経

営
に
関
す
る
情
報
を
収
集
・
蓄
積
し
、
私

立
学
校
等
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
必
要
な
情

報
を
迅
速
に
提
供
し
て
い
ま
す
。

１ 　

学
校
法
人
の
経
営
状
態
に
つ
い
て
、
経

営
判
断
指
標
等
に
よ
り
定
期
的
に
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
を
行
う
と
と
も
に
、
経
営
相
談
、

講
師
派
遣
、
面
談
、
電
話
な
ど
様
々
な
手

段
を
活
用
し
て
学
校
法
人
か
ら
の
相
談
や

質
問
に
対
応
し
、
事
例
の
紹
介
、
経
営
改

善
方
策
の
提
案
等
を
積
極
的
に
行
い
ま

す
。
ま
た
、
相
談
の
内
容
が
専
門
的
知
見

を
要
す
る
場
合
に
は
、
弁
護
士
・
公
認
会

計
士
・
社
会
保
険
労
務
士
等
の
外
部
有
識

者
の
助
力
を
得
て
対
応
し
ま
す
。

２ 　

経
営
上
の
問
題
点
を
発
見
す
る
た
め
の

自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
見
直
し
と

充
実
を
図
り
ま
す
。

３ 　

基
礎
調
査
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
及
び
経

営
改
善
事
例
の
蓄
積
等
を
行
い
、
私
立
学

校
の
教
育
情
報
や
教
育
条
件
及
び
経
営
に

関
す
る
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
充
実
を
図

り
ま
す
。
ま
た
、
本
事
業
団
主
催
の
セ
ミ

ナ
ー
等
に
お
い
て
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利

用
し
た
「
私
学
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
」
を

説
明
し
、
利
用
の
促
進
を
図
り
ま
す
。

４ 　

収
集
し
た
情
報
や
調
査
結
果
を
研
究
・

分
析
し
、
そ
の
結
果
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

へ
掲
載
し
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ
ら
に
関
す

る
セ
ミ
ナ
ー
等
を
実
施
し
、
学
校
法
人
等

に
対
し
積
極
的
に
情
報
提
供
を
行
い
ま

す
。

　

① 　

学
校
法
人
の
理
事
長
、
大
学
・
短
期

大
学
の
学
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
を
対
象

に
、
経
営
面
・
教
学
面
の
知
識
を
深
め
、

大
学
の
魅
力
向
上
の
た
め
の
改
革
に
向

け
た
意
欲
形
成
を
図
る
セ
ミ
ナ
ー
を
実

施
し
ま
す
。

　

② 　

大
学
等
の
職
員
を
対
象
に
人
材
養
成

を
目
的
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
ま

す
。

　

③ 　

学
校
法
人
の
経
営
改
善
に
資
す
る
た

め
、『
今
日
の
私
学
財
政
』『
学
校
法
人

の
経
営
に
関
す
る
問
答
集
（
第
４
次
改

訂
版
）』
を
刊
行
し
、「
私
立
大
学
・
短

期
大
学
等
入
学
志
願
動
向
」
を
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
で
公
表
し
ま
す
。
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共

済

業

務

私
学
共
済
制
度
の
構
成
員
と
標
準
給
与

　

27
年
度
の
共
済
業
務
に
お
け
る
各
事
業
の

基
礎
と
な
る
構
成
員
は
、表
中
①
の
と
お
り
、

総
計
１
３
７
万
人
（
加
入
者
、
被
扶
養
者
及

び
年
金
受
給
者
）
と
推
計
し
ま
し
た
。
ま
た
、

標
準
給
与
の
平
均
月
額
及
び
標
準
賞
与
の
平

均
年
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
表
中
②
・
③
の
と
お

り
推
計
し
ま
し
た
。

表　構成員・標準給与・標準賞与推計

区　　　分 ①構成員（人） ②標準給与の
　平均月額（円）

③標準賞与の
　平均年額（円）

合計加入者 　552,157　 　371,836　 　1,305,544　

（短期加入者） （548,903） （371,168） （1,301,078）

（長期加入者） （524,550） （361,196） （1,223,577）

被 扶 養 者 　348,135　 － －

年金受給者 　468,509　 － －

総　　　計 1,368,801　 － －

医
療
給
付
事
業
〈
短
期
勘
定
〉

　

病
気
や
ケ
ガ
に
よ
る
医
療
費
等
の
給
付

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

短
期
掛
金
率
の
う
ち
給
付
分
掛
金
率
は
、

前
年
度
と
同
率
の
１
０
０
分
の
７
・
39
に
据

え
置
き
、
介
護
分
掛
金
率
は
厚
生
労
働
省
か

ら
の
係
数
に
基
づ
い
て
１
０
０
分
の
１
・
１

２
５
（
前
年
度
掛
金
率
１
０
０
分
の
１
・
１

４
１
）
と
し
ま
し
た
。
こ
の
掛
金
率
を
も
と

に
推
計
し
た
掛
金
収
入
は
２
５
２
８
億
円
と

な
り
、
前
年
度
に
比
べ
48
億
４
０
０
０
万
円

（
１
・
95
％
）
の
増
加
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

保
健
給
付
等
の
給
付
費
に
つ
い
て
は
、
前

年
度
に
比
べ
32
億
円
（
２
・
34
％
）
の
増
加

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
他
制
度
へ
の

拠
出
金
等
と
し
て
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
３

５
８
億
円
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
５
５
９
億

円
を
見
込
み
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
介
護
納
付

金
２
０
８
億
円
等
を
見
込
み
、
図
１
の
と
お

り
の
収
支
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
掛
金
及
び
利
息
等
の
収
入

（
２
５
３
０
億
円
）
と
給
付
費
及
び
拠
出
金

等
の
支
出
等
（
２
５
９
５
億
円
）
と
の
収
支

差
65
億
円
に
、
支
払
準
備
金
の
戻
入
と
繰
入

と
の
差
額
を
加
え
た
68
億
円
が
当
期
総
損
失

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

な
お
、
支
払
準
備
金
は
、
当
該
事
業
年
度

に
お
け
る
短
期
給
付
請
求
総
額
の
12
分
の
１

に
相
当
す
る
金
額
を
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

【
※
１
※
１　
拠
出
金
等
】

　
　

 　

介
護
保
険
、
高
齢
者
医
療
な
ど
他
の

医
療
制
度
に
要
す
る
費
用
な
ど
を
賄
う

た
め
に
、
医
療
保
険
者
ご
と
に
、
そ
の

加
入
す
る
人
数
等
に
応
じ
て
割
り
当
て

ら
れ
る
金
額
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。
拠

出
金
等
に
は
、
介
護
納
付
金
、
前
期
高

齢
者
納
付
金
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
な

ど
が
あ
り
ま
す
。

【
※
２
※
２　
支
払
準
備
金
】

　
　

 　

短
期
給
付
の
給
付
金
を
支
払
う
た
め

に
あ
ら
か
じ
め
積
み
立
て
て
い
る
金
額

の
こ
と
で
、「
前
年
度
支
払
準
備
金
戻

入
」
と
は
、
前
年
度
の
支
払
準
備
金
を

当
年
度
に
い
っ
た
ん
戻
入
す
る
金
額
、

「
支
払
準
備
金
繰
入
」
と
は
、
当
年
度
分

を
前
年
度
分
に
か
え
て
新
た
に
積
み
立

て
る
金
額
を
い
い
ま
す
。

年
金
等
給
付
事
業
〈
長
期
勘
定
・
厚
生

年
金
勘
定
・
退
職
等
年
金
給
付
勘
定
〉

　

退
職
後
の
生
活
の
柱
と
な
る
年
金
の
給

付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

〈
長
期
勘
定
〉

　

４
月
か
ら
９
月
ま
で
は
、
長
期
勘
定
と
し

て
予
算
措
置
さ
れ
て
い
ま
す
。
掛
金
率
は
、

26
年
度
に
行
っ
た
財
政
再
計
算
の
結
果
を
踏

ま
え
て
、
給
付
分
掛
金
率
を
１
０
０
分
の

14
・
３
５
４
（
都
道
府
県
か
ら
の
補
助
が
行

わ
れ
た
場
合
、
そ
の
分
軽
減
さ
れ
ま
す
。
た

だ
し
、
長
期
賞
与
掛
金
率
に
対
す
る
補
助
は

あ
り
ま
せ
ん
。
前
年
度
掛
金
率
１
０
０
分
の

14
）
に
変
更
し
ま
し
た
。
こ
の
掛
金
率
を
も

と
に
推
計
し
た
収
入
は
、
２
０
４
９
億
円
に

な
り
ま
す
。
国
庫
補
助
金
は
６
０
８
億
円
、

基
礎
年
金
交
付
金
は
29
億
円
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

　

給
付
費
に
つ
い
て
は
、
１
６
９
８
億
円
を

見
込
み
、
次
頁
図
２
の
と
お
り
の
収
支
を
予

定
し
て
い
ま
す
。

　

長
期
勘
定
の
掛
金
、
交
付
金
、
補
助
金
及

び
利
息
等
の
収
入
（
２
７
３
２
億
円
）
と
、

給
付
費
及
び
基
礎
年
金
拠
出
金
等
の
支
出

（
３
０
７
３
億
円
）
と
の
収
支
差
３
４
１
億

円
が
当
期
総
損
失
と
な
る
見
込
み
で
す
。

〈
厚
生
年
金
勘
定
〉

　

被
用
者
年
金
制
度
一
元
化
に
伴
い
、
10
月

１
日
に
長
期
勘
定
が
廃
止
さ
れ
、
厚
生
年
金

勘
定
が
新
設
さ
れ
ま
す
。
厚
生
年
金
勘
定
で

は
、
厚
生
年
金
の
加
入
者
保
険
料
収
入
が
見

込
ま
れ
ま
す
が
、
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、

被
用
者
年
金
一
元
化
法
附
則
に
よ
り
、
軽
減

繰入金（７）
支払準備金繰入（117）

収入
（2,644）

支出
（2,712）

掛金
（2,528）

給付費
（1,400）

図１　医療給付事業〈短期勘定〉の予算収支
　（単位：億円）

当期総損失（68）
利息等
（2）

前年度支払
準備金戻入
（114）※２

※２

拠出金等
（1,188）
※１
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保
険
料
率
（
※
４
※
４
）
１
０
０
分
の
13
・
５
５

７
（
都
道
府
県
か
ら
の
補
助
が
行
わ
れ
た
場

合
は
９
月
ま
で
と
同
じ
よ
う
に
率
が
軽
減
さ

れ
ま
す
）
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
軽
減
保
険
料

率
に
よ
り
推
計
し
た
保
険
料
収
入
は
１
９
６

１
億
円
に
な
り
ま
す
。
補
助
金
の
う
ち
国
庫

補
助
金
は
６
０
８
億
円
が
措
置
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
被
用
者
年
金
制
度
一
元
化
に
よ

り
新
た
に
厚
生
年
金
交
付
金
１
４
９
９
億
円

が
措
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

給
付
費
に
つ
い
て
は
、
１
６
９
８
億
円
を

見
込
み
、
他
に
、
基
礎
年
金
拠
出
金
１
１
９

２
億
円
、
被
用
者
年
金
一
元
化
に
よ
り
新
た

に
措
置
さ
れ
る
厚
生
年
金
拠
出
金
１
６
５
９

億
円
等
を
見
込
み
、
図
３
の
と
お
り
の
収
支

を
予
定
し
て
い
ま
す
。
加
入
者
保
険
料
等
、

交
付
金
、
補
助
金
及
び
利
息
等
の
収
入
（
５

１
３
３
億
円
）と
、給
付
費
及
び
基
礎
年
金
・

厚
生
年
金
拠
出
金
等
の
支
出
等
（
４
５
６
７

億
円
）
と
の
収
支
差
５
６
６
億
円
が
当
期
総

利
益
と
な
る
見
込
み
で
す
。

〈
退
職
等
年
金
給
付
勘
定
〉

　

被
用
者
年
金
制
度
一
元
化
に
よ
り
廃
止
と

な
る
共
済
年
金
の
職
域
部
分
に
代
わ
る
新
た

な
年
金
制
度
（
新
３
階
年
金
）
を
経
理
す
る

退
職
等
年
金
給
付
勘
定
が
新
設
さ
れ
ま
す
。

退
職
等
年
金
給
付
掛
金
率
は
、
今
後
決
定
さ

れ
る
予
定
の
た
め
、
27
年
度
予
算
に
お
い
て

は
、
国
家
公
務
員
共
済
法
に
定
め
ら
れ
て
い

る
掛
金
率
の
上
限
１
０
０
分
の
１
・
５
で
推

計
し
た
結
果
、
１
８
２
億
円
の
収
入
を
見
込

み
、
図
４
の
と
お
り
の
収
支
を
予
定
し
て
い

ま
す
。

　

掛
金
等
の
収
入
と
、
給
付
費
及
び
事
務
費

繰
入
金
等
の
支
出
（
３
億
円
）
と
の
収
支
差

１
７
９
億
円
が
当
期
総
利
益
と
な
る
見
込
み

で
す
。

【
※
３
※
３　
拠
出
金
等
】

　
　

 　

基
礎
年
金
、
厚
生
年
金
の
給
付
に
要

す
る
費
用
を
賄
う
た
め
に
、
年
金
保
険

者
ご
と
に
そ
の
加
入
す
る
人
数
等
に
応

じ
て
割
り
当
て
ら
れ
る
金
額
の
こ
と
を

い
い
ま
す
。
拠
出
金
等
に
は
、
基
礎
年

金
拠
出
金
、
厚
生
年
金
拠
出
金
な
ど
が

あ
り
ま
す
。

【
※
４
※
４　
軽
減
保
険
料
率
】

　
　

 　

被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
に
伴
い
、

加
入
者
保
険
料
率
は
一
元
化
直
前
と
同

率
（
14
・
３
５
４
％
）
と
な
り
ま
す
が
、

一
元
化
前
は
１
階
か
ら
３
階
部
分
の
年

金
に
か
か
る
掛
金
率
で
あ
る
の
に
対
し
、

一
元
化
後
は
、
１
階
か
ら
２
階
部
分
の

年
金
に
か
か
る
保
険
料
率
と
な
り
ま
す
。

こ
れ
に
対
し
、
私
学
共
済
で
は
、
加
入

者
保
険
料
に
か
か
る
負
担
増
に
対
す
る

激
変
緩
和
措
置
と
し
て
、
一
元
化
に
伴

う
積
立
金
仕
分
け
後
の
「
独
自
財
源
」

を
活
用
し
て
保
険
料
の
軽
減
を
行
う
こ

と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
お
り
、
27
年
10

月
か
ら
28
年
３
月
ま
で
の
加
入
者
保
険

料
率
は
、
14
・
３
５
４
％
か
ら
０
・
７

９
７
ポ
イ
ン
ト
軽
減
し
、
13
・
５
５
７
％

と
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
軽
減
保
険
料
率

と
い
い
ま
す
。

保
健
事
業

　

特
定
健
康
診
査
、
人
間
ド
ッ
ク
や
健
康

増
進
施
設
の
利
用
費
用
補
助
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　

27
年
度
も
前
年
度
と
同
様
に
福
祉
事
業
分

掛
金
率
１
０
０
分
の
０
・
25
を
主
な
財
源
と

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
特
定
健
康
診
査
等
事

業
に
対
し
、
国
庫
補
助
金
１
億
５
６
９
２
万

円
が
措
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
等
の
保
健
事

業
に
か
か
る
費
用
と
し
て
27
億
円
、
特
定
健

康
診
査
等
の
事
業
に
か
か
る
費
用
と
し
て
９

億
円
、
ま
た
、
医
療
事
業
及
び
宿
泊
事
業
へ

の
繰
入
金
と
し
て
41
億
円
を
見
込
み
、
図
５

の
と
お
り
の
収
支
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

医
療
事
業

　

総
合
健
診
を
行
う
健
康
医
学
セ
ン
タ
ー

を
併
設
し
た
直
営
病
院
の
運
営
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　

東
京
臨
海
病
院
の
運
営
に
伴
う
事
業
収

図４　年金等給付事業〈退職等年金給付勘定　27年10月
　　から28年３月まで〉の予算収支（単位：億円）

給付費・
繰入金（３）

支出
（３）

当期総利益
（179）

掛金等
（182）

収入
（182）

繰入金（18）
当期総利益（566）利息等（968）

基礎年金・
厚生年金
交付金
（1,527）

収入
（5,133）

支出
（4,567）拠出金等

（2,851）
※３

給付費
（1,698）保険料等

（1,961）

図３　年金等給付事業〈厚生年金勘定　27年10月から
　　28年３月まで〉の予算収支（単位：億円）

補助金
（677）

図２　年金等給付事業〈長期勘定　27年９月まで〉の
　　予算収支（単位：億円）

収入
（2,732）

支出
（3,073）

掛金
（2,049）

給付費
（1,698）

拠出金等
（1,375）
※３

基礎年金
交付金
（29）
補助金
（608）
利息等（46） 当期総損失（341)
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入
・
支
出
及
び
保
健
経
理
か
ら
の
受
入
金
を

見
込
み
、
図
５
の
と
お
り
の
収
支
を
予
定
し

て
い
ま
す
。

宿
泊
事
業

　

旅
行
・
出
張
、
会
議
・
宴
会
、
婚
礼
等

に
ご
利
用
い
た
だ
い
て
い
る
会
館
、
宿
泊

所
及
び
保
養
所
の
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

宿
泊
施
設
の
事
業
収
入
・
支
出
、
設
備
整

備
計
画
及
び
保
健
経
理
か
ら
の
受
入
金
を
見

込
み
、
図
５
の
と
お
り
の
収
支
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

貯
金
事
業

　

財
産
形
成
の
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

貯
金
事
業
の
収
支
は
、
図
５
の
と
お
り
の

収
支
を
予
定
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
積
立

貯
金
、
積
立
共
済
年
金
、
共
済
定
期
保
険
及

び
ア
イ
リ
ス
プ
ラ
ン
の
各
事
業
を
総
括
し
た

も
の
で
す
。

　

な
お
、
27
年
度
末
の
加
入
者
貯
金
残
高

は
、
１
兆
４
６
９
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

貸
付
事
業

　

結
婚
・
教
育
・
住
宅
等
の
資
金
の
貸
付

け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　　

27
年
度
の
貸
付
額
は
、
加
入
者
貸
付
93
億

円
を
見
込
み
、
図
５
の
と
お
り
の
収
支
を
予

定
し
て
い
ま
す
。

◆
そ
の
他
事
務
費
な
ど

　

医
療
及
び
年
金
等
給
付
事
業
の
事
務
費
用

は
、
27
年
９
月
ま
で
は
、
事
務
費
分
掛
金
率

１
０
０
分
の
０
・
11
に
よ
る
掛
金
収
入
で
賄

い
ま
す
が
、
10
月
か
ら
は
、
事
務
費
分
掛
金

に
代
わ
り
、
短
期
勘
定
・
厚
生
年
金
勘
定
及

び
退
職
等
年
金
給
付
勘
定
か
ら
の
事
務
費
繰

入
金
に
よ
り
賄
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。他
に
、

国
庫
補
助
金
２
億
９
８
７
８
万
円
が
措
置
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
び
、
４
月
１
日
付
で
、
日
本
私
立

学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
理
事
（
経
営
情

報
・
助
成
担
当
）
を
拝
命
い
た
し
ま
し
た
。

　

昭
和
56
年
に
前
身
で
あ
る
日
本
私
学
振
興

財
団
に
奉
職
し
て
33
年
余
り
、
助
成
業
務
に

携
わ
っ
て
参
り
ま
し
た
。
こ
の
経
験
を
最
大

限
生
か
し
、
は
な
は
だ
微
力
で
は
ご
ざ
い
ま

す
が
、
河
田
理
事
長
の
も
と
役
職
員
と
力
を

合
わ
せ
、
私
学
振
興
の
た
め
に
全
力
を
尽
く

す
所
存
で
あ
り
ま
す
。
前
任
の
西
野
理
事
同

様
、
皆
様
の
ご
指
導
ご
鞭
撻
を
賜
り
ま
す
よ

う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

さ
て
、
少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
の
中
、

私
立
学
校
を
取
り
巻
く
環
境
は
極
め
て
厳
し

く
な
っ
て
お
り
ま
す
。
そ
こ
で
政
府
は
、
こ

の
現
状
を
打
破
し
、
21
世
紀
の
日
本
に
ふ
さ

わ
し
い
教
育
体
制
を
構
築
す
る
た
め
に
多
岐

に
渡
る
新
た
な
施
策
を
数
多
く
提
言
し
て
お

り
ま
す
。
こ
の
一
大
改
革
の
中
に
は
長
期
的

対
応
を
迫
ら
れ
る
も
の
も
あ
り
、
そ
れ
ら
に

ど
う
対
処
し
て
い
く
か
が
、
今
後
の
私
学
経

営
の
大
き
な
課
題
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

　

事
業
団
の
使
命
は
、
私
立
学
校
教
育
の
振

興
に
資
す
る
こ
と
で
す
。
そ
の
発
祥
は
、
先

の
大
戦
直
後
の
昭
和
21
年
10
月
３
日
第
90
回

帝
国
議
会
衆
議
院
本
会
議
に
お
い
て
採
択
さ

れ
た
「
私
学
振
興
に
関
す
る
決
議
」
の
前
文

に
明
記
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
決
議
に
は
「
わ
が
国
の
私
学
は
、
高

邁
な
る
理
想
と
、
そ
の
実
現
に
対
す
る
教
育

的
情
熱
に
燃
え
た
る
幾
多
先
覚
に
よ
っ
て
発

展
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
自
由
清
新
の

校
風
は
、
従
来
文
化
の
各
方
面
に
お
い
て
特

色
あ
る
人
材
を
輩
出
せ
る
こ
と
遥
か
に
官
学

を
凌
ぐ
も
の
が
あ
る
。
民
主
日
本
再
建
の
途

が
、
個
性
を
尊
重
し
て
、
そ
の
自
覚
と
向
上

と
を
促
し
、
確
乎
た
る
信
念
の
下
に
、
文
化

の
興
隆
と
産
業
の
啓
培
を
期
す
る
に
あ
る
を

思
え
ば
、
私
学
振
興
の
要
は
現
下
に
お
い
て

特
に
緊
切
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。」
と
記
さ

れ
て
お
り
ま
す
。
衣
食
住
も
ま
ま
な
ら
な
い

こ
の
時
代
に
、
先
人
た
ち
が
描
い
た
私
学
振

興
の
必
要
性
は
、
戦
後
70
年
の
現
在
に
も
通

ず
る
も
の
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。

　

こ
の
原
点
を
忘
れ
る
こ
と
な
く
、
担
当
で

あ
る
補
助
金
、
寄
付
金
及
び
経
営
支
援
・
情

報
提
供
の
各
事
業
を
通
じ
、
次
の
世
代
の
礎

と
な
る
べ
く
、
ま
た
皆
様
の
お
力
に
な
れ
る

よ
う
に
精
一
杯
努
力
い
た
し
ま
す
の
で
、
何

卒
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

理　

事

佐さ

藤と
う　

直な
お

也や　

就
任
の
あ
い
さ
つ

当期総利益

当期総利益
（１）

当期総利益

医療経理

保健経理

宿泊経理

図５　福祉事業の事業経理別予算収支（単位：億円）

貯金経理

貸付経理当期総損失
0.5含む

当期総損失 81

収　入 支　出
7

126

125

96

14

125

13112

3165

14

88
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助
成
業
務

　

学
校
法
人
玉
名
白
梅
学
園
玉
名
女
子
高
等

学
校
は
、
平
成
26
年
に
創
立
90
周
年
を
迎
え

た
、
熊
本
県
北
の
女
子
高
校
で
す
。

　

本
校
を
象
徴
す
る
、
凜
と
し
た
白
梅
の
花

に
女
性
の
あ
る
べ
き
姿
を
重
ね
、
急
速
な
国

際
化
、
情
報
化
社
会
で
活
躍
で
き
る
人
材
の

育
成
を
目
指
し
、
創
立
以
来
一
貫
し
て
、
高

い
知
性
と
豊
か
な
教
養
を
備
え
た
、
健
康
に

し
て
聡
明
な
女
性
の
育
成
に
尽
力
し
て
き
ま

し
た
。

　

創
立
者
の
新に

い
ほ穂
登と
め免
は
次
の
よ
う
な
歌
を

詠
ん
で
い
ま
す
。

　

霜
雪
を　
し
の
ぎ
し
の
ぎ
て　
咲
き
に
ほ
ふ

　
　
　

梅
の
花
こ
そ　
花
の
花
な
れ

こ
の
歌
に
則
っ
た

　
　
　

「
質
実
剛
健
」

　
　
　

「
良
妻
賢
母
」

　
　
　

「
温
雅
貞
淑
」

の
三
綱
領
を
掲
げ
、
高
い
知
性
と
豊
か
な
教

養
を
備
え
た
、
健
康
に
し
て
明
朗
な
女
性
、

有
能
な
国
家
社
会
の
形
成
者
を
育
成
す
る
こ

と
を
本
校
の
建
学
の
精
神
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
教
育
目
標
の
実
現
の
た
め
、「
普
通
科
」

「
情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
」「
食
物
科
（
調
理
師
養

成
課
程
）」「
看
護
学
科
（
５
年
一
貫
教
育
）」

の
４
つ
の
学
科
を
有
し
、
特
色
あ
る
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
で
、
生
徒
一
人
一
人
の
進
路
実
現

に
向
け
た
細
や
か
な
対
応
を
し
て
い
ま
す
。

資
格
取
得
を
目
指
す
専
門
教
育

　

本
校
は
、
４
学
科
そ
れ
ぞ
れ
に
専
門
分
野

の
教
育
課
程
を
持
ち
、
特
に
「
食
物
科
」
と

「
看
護
学
科
」
は
卒
業
後
の
資
格
取
得
が
、

「
情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
」
で
は
在
学
中
の
検
定

取
得
が
大
き
な
特
色
と
な
っ
て
い
ま
す
。

「
食
物
科
」

　

厚
生
労
働
省
の
指
定
を
受
け
た
調
理
師
養

成
施
設
で
あ
り
、
卒
業
と
同
時
に
調
理
師
免

許
状
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま

た
、
幅
広
い
知
識
・
技
術
の
習
得
の
た
め
、

文
部
科
学
省
後
援
の
食
物
調
理
技
術
検
定
２

級
ま
で
を
全
員
が
取
得
し
、
１
級
も
毎
年
多

数
の
合
格
者
を
出
し
て
い
ま
す
。
各
種
行
事

も
特
徴
的
で
、
個
人
包
丁
を
受
け
取
り
、
技

術
の
向
上
と
安
全
を
祈
願
す
る
「
包
丁
安
全

祈
願
式
」
や
、
地
域
イ
ベ
ン
ト
で
の
食
物
科

オ
リ
ジ
ナ
ル
ス
イ
ー
ツ
販
売
、
校
区
内
の
独

居
の
高
齢
者
へ
手
作
り
弁
当
を
配
達
す
る

「
ふ
れ
愛
弁
当
」
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

テ
ー
ブ
ル
マ
ナ
ー
は
、
和
食
・
洋
食
・
中
華

の
専
門
店
へ
行
っ
て
実
習
し
ま
す
。
各
種
講

習
会
も
充
実
し
て
お
り
、
第
一
線
で
活
躍
す

る
専
門
家
を
招
い
て
の
和
菓
子
・
洋
菓
子

講
習
会
、
Ａ
Ｎ
Ａ
ク
ラ
ウ
ン
プ
ラ
ザ
ホ
テ
ル

熊
本
ニ
ュ
ー
ス
カ
イ
の
各
部
門
の
調
理
長
に

よ
る
講
習
会
、
調
理
師
と
し
て
各
方
面
で
活

躍
す
る
卒
業
生
に
よ
る
コ
ー
ス
料
理
・
バ
レ

ン
タ
イ
ン
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
講
習
会
な
ど
に
よ

り
、
実
践
的
な
技
術
の
習
得
が
で
き
ま
す
。

「
看
護
学
科
」

　

高
等
学
校
３
年
間
の
課
程
を
経
て
、
専
攻

科
の
２
年
課
程
へ
と
進
級
す
る
５
年
一
貫
教

育
で
あ
り
、
卒
業
時
に
看
護
師
国
家
試
験
を

受
験
し
ま
す
。
常
に
看
護
の
理
念
を
問
い
な

が
ら
、
心
身
共
に
健
康
な
看
護
師
の
育
成
は

も
と
よ
り
、
確
実
な
基
礎
・
基
本
の
定
着
の

た
め
発
達
段
階
や
理
解
度
に
合
わ
せ
て
き
め

細
や
か
に
対
応
し
て
い
ま
す
。
２
年
次
に
行

わ
れ
る
「
戴
帽
式
」
で
は
ナ
イ
チ
ン
ゲ
ー
ル

の
誓
い
を
胸
に
、
臨
地
実
習
へ
の
心
構
え
を

再
確
認
し
ま
す
。
実
習
先
と
な
る
地
元
の
中

核
病
院
に
は
、
本
校
を
卒
業
し
た
先
輩
が
看

護
師
と
し
て
多
数
勤
務
し
て
お
り
、
実
習
生

を
し
っ
か
り
と
サ
ポ
ー
ト
し
て
く
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
が
、
常
に
県
下
ト
ッ

プ
ク
ラ
ス
の
看
護
師
国
家
試
験
合
格
率
に
つ

な
が
っ
て
い
ま
す
。

「
情
報
ビ
ジ
ネ
ス
科
」

　

簿
記
や
パ
ソ
コ
ン
、
電
卓
の
授
業
な
ど
を

通
し
て
商
業
に
関
す
る
知
識
や
技
術
、
マ

ナ
ー
を
身
に
つ
け
、
社
会
で
活
躍
す
る
人
材

の
育
成
を
目
標
と
し
て
い
ま
す
。
近
年
は
、

プ
ロ
も
使
用
す
る
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ソ
フ
ト
を

導
入
し
、
商
業
デ
ザ
イ
ン
を
重
視
し
た
作
品

制
作
に
も
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
情
報
ビ
ジ

ネ
ス
科
の
最
大
の
特
徴
は
、
検
定
取
得
に

力
を
入
れ
て
い
る
点
で
、
全
商
主
催
の
検
定

（
簿
記
実
務
・
情
報
処
理
・
ビ
ジ
ネ
ス
文
書

実
務
・
電
卓
実
務
・
商
業
経
済
・
英
語
な
ど
）

で
は
５
種
目
以
上
１
級
取
得
者
を
毎
年
多
数

出
し
て
い
ま
す
。
Ｉ
Ｔ
パ
ス
ポ
ー
ト
等
の
受

験
も
可
能
で
す
。
ま
た
、
取
得
し
た
資
格
を

生
か
し
、
国
公
立
大
学
へ
の
進
学
の
道
も
開

け
ま
す
。

　

魅
力
あ
ふ
れ
る
学
校
づ
く
り
を
目
指
し
て

連載 　33

「
凜
と
し
て
、
熱
き
情
熱
。」

　

〜
歴
史
あ
る
女
子
校
の
取
り
組
み
〜

学
校
法
人　

玉
名
白
梅
学
園　

玉
名
女
子
高
等
学
校
校
長　

森
塚　
利
德

90周年行事の一環で美装を施した中央校舎

看護学科戴帽式

食物科生徒作品
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普
通
科
と
国
際
交
流

「
普
通
科
」

　

２
年
進
級
次
に
〈
総
合
コ
ー
ス
〉
と
〈
音

楽
・
保
育
コ
ー
ス
〉
に
分
か
れ
ま
す
。

〈
総
合
コ
ー
ス
〉

　

一
般
的
な
普
通
教
育
の
授
業
に
加
え
、
幅

広
い
科
目
か
ら
専
門
教
科
の
授
業
を
選
択
す

る
こ
と
が
可
能
で
、
多
様
な
進
路
選
択
に
柔

軟
に
対
応
し
て
い
ま
す
。
普
通
科
に
在
籍
し

な
が
ら
、
情
報
ビ
ジ
ネ
ス
系
の
科
目
履
修
が

可
能
で
あ
り
、
進
路
選
択
の
幅
を
広
げ
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
手
話
や
韓
国
語
な
ど
の
選

択
科
目
も
本
校
独
自
の
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
総
合
コ
ー
ス
の
特
徴
と
し
て
、
語

学
と
国
際
理
解
教
育
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
総

合
コ
ー
ス
の
選
択
授
業
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

「 

数
学
Ｂ
・
化
学
・
総
合
英
語
・
英
語
理

解
・
韓
国
語
・
ビ
ジ
ネ
ス
基
礎
・
ビ
ジ

ネ
ス
実
務
・
情
報
処
理
・
手
話
・
器
楽
」

〈
音
楽
・
保
育
コ
ー
ス
〉

　

普
通
科
の
中
の
コ
ー
ス
で
あ
り
な
が
ら
、

音
楽
科
と
同
等
の
専
門
科
目
が
充
実
し
て
い

ま
す
。
音
楽
大
学
へ
の
進
学
は
も
と
よ
り
、

専
門
知
識
・
技
術
を
生
か
し
た
就
職
（
調

律
師
や
リ
ペ
ア
、
公
共
団
体
の
音
楽
隊
や
カ

ラ
ー
ガ
ー
ド
隊
）
に
も
対
応
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
楽
器
の
個
人
指
導
も
取
り
入
れ
て
お

り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
の
専
門
家
か
ら
直
接

指
導
を
受
け
る
こ
と
も
魅
力
で
す
。
必
修
の

ピ
ア
ノ
は
、
個
人
レ
ッ
ス
ン
で
対
応
す
る
た

め
、
初
心
者
か
ら
で
も
卒
業
時
に
は
幼
稚
園

教
諭
・
保
育
士
を
目
指
す
た
め
の
レ
ベ
ル
ま

で
到
達
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
保
育
技
術

検
定
の
受
検
に
も
力
を
入
れ
て
お
り
、
実
践

的
な
学
習
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

３
年
次
に
は
卒
業
演
奏
会
を
行
い
、
学
習

の
集
大
成
を
披
露
し
ま
す
。
特
に
、
生
徒
た

ち
が
構
成
・
衣
装
・
編
曲
な
ど
を
手
が
け
る

音
楽
劇
の
完
成
度
は
す
ば
ら
し
い
で
す
。
音

楽
・
保
育
コ
ー
ス
の
専
門
教
科
は
次
の
と
お

り
で
す
。

　

「 

音
楽
理
論
・
音
楽
史
・
演
奏
研
究
・
ソ

ル
フ
ェ
ー
ジ
ュ
・
器
楽
・
和
声
学
・
子

ど
も
の
発
達
と
保
育
・
子
ど
も
文
化
」

　

４
学
科
そ
れ
ぞ
れ
が
、
時
代
に
即
し
た
教

育
を
取
り
入
れ
つ
つ
、
生
徒
た
ち
の
多
種
・

多
様
な
進
路
実
現
に
向
け
、
き
め
細
や
か
な

指
導
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

姉
妹
校
交
流

　

本
校
は
ア
メ
リ
カ
・
ア
イ
オ
ワ
州
の
州
立

ク
ラ
リ
ン
ダ
高
等
学
校
、
韓
国
・
馬マ

山サ
ン

舞ム

鶴ハ
ク

女
子
高
等
学
校
と
姉
妹
校
の
締
結
を
行
っ
て

お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
長
期
・
短
期
の
留
学
が
可

能
で
す
。
外
国
に
出
か
け
、
現
地
の
文
化
や

習
慣
に
直
接
触
れ
、
人
々
の
生
活
を
肌
で
感

じ
て
初
め
て
本
当
の
外
国
を
知
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
そ
の
機
会
を
得
る
こ
と
の
で
き
る

姉
妹
校
間
の
交
換
留
学
は
、
本
校
教
育
で
特

に
力
を
入
れ
て
い
る
も
の
の
一
つ
で
、
ど
ち

ら
も
、
滞
在
は
ホ
ー
ム
ス
テ
イ
で
す
。

　

ア
メ
リ
カ
（
選
抜
）
…
約
10
か
月

　
　

 

２
年
生
の
８
月
に
渡
米
し
、
３
年
生
に

進
級
し
て
帰
国
（
６
月
下
旬
）。
留
学

中
に
ク
ラ
リ
ン
ダ
高
等
学
校
に
通
学
す

る
た
め
、
留
学
中
の
単
位
と
し
て
30
単

位
を
認
め
る
。

　

韓
国
（
希
望
者
）
…
約
２
週
間

　
　

 

本
校
の
春
休
み
期
間
を
利
用
し
て
、
短

期
語
学
研
修
を
行
う
。
馬
山
舞
鶴
女
子

高
等
学
校
は
休
業
期
間
で
は
な
い
た

め
、
短
期
で
授
業
に
参
加
す
る
。

　

６
〜
８
月
に
は
、
ク
ラ
リ
ン
ダ
高
等
学
校

の
生
徒
が
、
１
月
に
は
馬
山
舞
鶴
女
子
高
等

学
校
の
生
徒
が
交
換
留
学
で
本
校
を
訪
れ
ま

す
。

　

Ａ
Ｆ
Ｓ
留
学
生
受
け
入
れ

　

Ａ
Ｆ
Ｓ
はA

m
erican Field Service

の

略
で
、
平
和
と
相
互
理
解
を
推
進
す
る
非
営

利
の
国
際
的
な
民
間
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
で

す
。
40
か
国
以
上
の
国
や
地
域
か
ら
留
学
生

が
来
日
し
、
１
年
間
の
留
学
を
通
し
て
日
本

語
と
日
本
文
化
を
学
び
ま
す
。
留
学
生
は
大

変
学
習
意
欲
が
高
く
、
本
校
生
も
大
い
に
刺

激
を
受
け
て
い
ま
す
。
近
年
は
、
ア
メ
リ
カ
・

ド
イ
ツ
・
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
ス
リ
ラ
ン
カ
・

デ
ン
マ
ー
ク
・
タ
イ
・
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
か
ら
、

27
年
度
は
マ
レ
ー
シ
ア
か
ら
の
学
生
を
受
け

入
れ
て
い
ま
す
（
２
年
次
に
在
籍
）。

創
立
90
周
年

　

玉
名
女
子
高
等
学
校
は
26
年
に
創
立
90
周

年
を
迎
え
ま
し
た
。
10
月
に
は
、
90
周
年
の

記
念
式
典
、
記
念
文
化
祭
、
吹
奏
楽
部
記
念

演
奏
会
が
盛
大
に
行
わ
れ
、
百
周
年
に
向
け

て
、
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
り
ま
し
た
。

　

「
凜
と
し
て
、
熱
き
情
熱
。」

90
周
年
の
テ
ー
マ
を
胸
に
、
こ
れ
か
ら
も
、

地
域
に
愛
さ
れ
る
女
子
校
を
目
指
し
、
時
代

を
牽
引
し
て
い
く
力
を
備
え
た
女
子
の
教
育

に
全
力
で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

森
塚　

利
德
（
も
り
つ
か　

と
し
の
り
）

　

熊
本
県
公
立
高
等
学
校
校
長
等
を
経

て
、
２
０
１
５
年
４
月
よ
り
、
現
職
。

卒業演奏会

アメリカ・クラリンダ高等学校での
プロム（卒業パーティ）のドレス姿
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平
成
27
年
度
の
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定

保
健
指
導
を
下
表
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
と
お
り

実
施
し
ま
す
。

　

私
学
事
業
団
か
ら
６
月
下
旬
に
、
案
内
書

（
実
施
要
領
等
）・
対
象
者
リ
ス
ト
等
を
学
校

法
人
等
へ
送
付
し
ま
す
の
で
、
内
容
を
確
認

の
う
え
、
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

【
加
入
者
の
特
定
健
康
診
査
】

　

学
校
法
人
等
が
学
校
保
健
安
全
法
（
労
働

安
全
衛
生
法
）
に
基
づ
い
て
実
施
す
る
定
期

健
康
診
断
の
結
果
デ
ー
タ
を
活
用
し
ま
す
。

特
定
健
康
診
査
の
検
査
項
目
の
受
診
漏
れ
が

な
い
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、「
標
準
的
な
質
問
票
」
の
う
ち
、

必
須
項
目
（
服
薬
の
有
無
、
喫
煙
の
有
無
）

の
記
入
漏
れ
が
多
数
見
受
け
ら
れ
ま
す
の

で
、
確
認
の
う
え
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

【
提
出
方
法
の
お
願
い
】

　

健
診
結
果
デ
ー
タ
は
、
で
き
る
だ
け
私
学

共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者
用
ロ

グ
イ
ン
ペ
ー
ジ
▼
福
祉
事
業
関
係
▼
特
定
健

診
・
特
定
保
健
指
導
〕に
掲
載
し
て
い
る「
健

診
結
果
Ｅ
ｘ
ｃ
ｅ
ｌ
デ
ー
タ
作
成
・
チ
ェ
ッ

ク
機
能
」
等
の
入
力
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
の
利
用

及
び
電
子
デ
ー
タ
に
よ
る
提
出
に
ご
協
力
く

だ
さ
い
。

【
被
扶
養
者
の
特
定
健
康
診
査
】

　

対
象
者
（
被
扶
養
者
）
に
は
「
案
内
書
（
被

扶
養
者
向
け
）」
を
学
校
法
人
等
に
送
付
し

ま
す
の
で
、
加
入
者
へ
の
配
付
を
お
願
い
し

ま
す
。

　

対
象
者
（
被
扶
養
者
）
は
、「
案
内
書
（
被

扶
養
者
向
け
）」
に
同
封
さ
れ
て
い
る
「
特

定
健
康
診
査
受
診
券
」（
有
効
期
限
28
年
３

月
31
日
）
に
よ
り
、
指
定
健
診
機
関
で
受
診

し
て
く
だ
さ
い
。

　

被
扶
養
者
の
受
診
率
が
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。
受
診
券
が
必
ず
被
扶
養
者
の
手
元
に
届

く
よ
う
、
ご
指
導
を
お
願
い
し
ま
す
。

平成27年度スケジュール

私学事業団 加入者･学校法人等
特定健康診査 特定保健指導

平成27年

6月

案内書・被扶養者の受診券（有効期限：平
成28年３月31日）・対象者リストの発送（６月
下旬）

学校法人等への依頼
定期健康診断結果データの提供、
案内書（被扶養者向け）配付 　

加入者経由で被扶養者等への依頼
受診券による健診・結果データ
の提供 　

7月
　

27年度分健診結果データ
受け付け順に、階層化・登録

8月
　　健診結果・情報冊子の発送
　　※特定保健指導該当者には利用券
　　（有効期限：平成28年７月31日）を同封

特定保健指導利用開始

9月 　学校法人等からの健診結果
　データ提出期限（１回目）

10月
11月 　　　国へ26年度分特定健診等実績報告
12月

平成28年
1月

　 学校法人等からの健診結果データ提出
期限（２回目…10月以降に定期健康診
断を実施する学校法人等）

2月
3月 　〔受診券の有効期限：平成28年３月31日〕
4月 ＜次年度＞

5月
　 学校法人等からの健診結果データ提出
期限（３回目…２～３月に定期健康診
断を実施する学校法人等）

6月

7月 27年度特定保健指導の利用
〔利用券の有効期限：平成28年７月31日〕

（
順
次
）

（
順
次
）

健
診
結
果
デ
ー
タ
の
提
出
期
間

　

27
年
７
月
〜
９
月
末
日

※ 

10
月
以
降
に
定
期
健
康
診
断
を
実
施

す
る
学
校
法
人
等
の
提
出
期
限

　
　

28
年
１
月
29
日

※ 

２
〜
３
月
に
定
期
健
康
診
断
を
実
施

す
る
学
校
法
人
等
の
提
出
期
限

　
　

28
年
５
月
31
日
（
必
着
）

　

保
健
指
導
を
円
滑
に
実
施
す
る
た

め
、
健
診
結
果
は
、
対
象
者
全
員
分
が

そ
ろ
っ
て
か
ら
で
な
く
、
整
っ
た
分
か

ら
順
次
送
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

特
定
健
康
診
査
の
ご
案
内
を
６
月
下
旬
に

学
校
法
人
等
へ
送
付
し
ま
す

福
祉
部 

保
健
課
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標
準
給
与
の
定
時
決
定

　

毎
年
７
月
１
日
現
在
で
学
校
法
人
等
に
使

用
さ
れ
て
い
る
加
入
者
に
つ
い
て
、
学
校
法

人
等
が
支
給
し
た
４
・
５
・
６
月
の
給
与
を

「
標
準
給
与
基
礎
届
書
」（
以
下
「
基
礎
届
書
」

と
い
い
ま
す
）
で
報
告
し
て
い
た
だ
き
、
そ

の
平
均
給
与
額
に
基
づ
き
、
そ
の
年
の
９
月

か
ら
翌
年
の
８
月
ま
で
の
標
準
給
与
の
等
級

及
び
月
額
を
決
定
し
ま
す
。
こ
の
定
時
決
定

は
、
掛
金
及
び
給
付
金
等
の
算
定
基
礎
と
な

る
重
要
な
も
の
で
す
。

基
礎
届
書
の
対
象
者

◆
対
象
と
な
る
加
入
者

・ 

資
格
取
得
日
が
平
成
27
年
５
月
31
日
以
前

で
、
７
月
１
日
現
在
加
入
し
て
い
る
人

・ 

加
入
者
資
格
を
有
す
る
休
業
者
や
育
児
休

業
等
を
取
得
中
の
人
及
び
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
被
保
険
者
に
な
っ
た
人
も
対
象

に
な
り
ま
す
。

◆
対
象
と
な
ら
な
い
加
入
者

・ 

資
格
取
得
日
が
27
年
６
月
１
日
以
後
の
人

・ 

27
年
７
月
に
標
準
給
与
の
月
額
が
改
定
さ

れ
る
人

基
礎
届
書
の
送
付
と
提
出

　

６
月
中
旬
に
「
基
礎
届
書
」
と
通
知
文
を

学
校
法
人
等
宛
て
に
送
付
し
ま
す
。

　

な
お
、
あ
ら
か
じ
め
電
算
用
紙
又
は
磁
気

媒
体
に
よ
る
報
告
の
登
録
を
し
て
い
る
学
校

法
人
等
に
つ
い
て
は
「
基
礎
届
書
」
は
送
付

せ
ず
、
通
知
文
の
み
送
付
し
ま
す
。

◆
基
礎
届
書
に
よ
る
届
け
出

　

私
学
事
業
団
が
送
付
す
る
「
基
礎
届
書
」

に
、
対
象
と
な
る
加
入
者
が
記
載
さ
れ
て
い

ま
す
。
対
象
者
の
４
月
か
ら
６
月
の
各
月
の

給
与
月
額
と
３
か
月
の
平
均
額
を
記
入
し
、

期
限
ま
で
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、

４
月
か
ら
６
月
の
期
間
に
休
業
し
て
い
る
加

入
者
に
つ
い
て
は
、
休
業
開
始
年
月
も
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。

◆
電
算
用
紙
に
よ
る
届
け
出

　

す
で
に
電
算
用
紙
（
学
校
法
人
等
で
作
成

し
た
基
礎
届
書
の
様
式
）
に
よ
る
届
け
出
の
承

認
を
受
け
て
い
る
学
校
法
人
等
に
は
、
通
知

文
の
み
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
承
認
を
受
け
た

様
式
で
、
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、「
基
礎
届
書
」
が
送
付
さ
れ
た
学

校
法
人
等
は
、
今
年
度
の
定
時
決
定
を
電
算

標
準
給
与
の
定
時
決
定

基
礎
届
書
の
提
出
期
限
は

平
成
27
年
７
月
10
日
（
金
）
で
す

　

標
準
給
与
の
月
額
は
、
毎
月
納
付
す
る
掛
金
額
や
年
金
、
傷
病
手
当
金
な
ど
の
給
付
金
の

計
算
の
基
と
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
実
際
に
受
け
て
い
る
給
与
月
額
と
の
差
が
生
じ
な
い

よ
う
、
毎
年
１
回
、「
定
時
決
定
」
に
よ
り
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

用
紙
で
提
出
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

◆
磁
気
媒
体
に
よ
る
届
け
出

　

磁
気
媒
体（
Ｃ
Ｄ‒

Ｒ
や
Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ
リ
ー

な
ど
）
で
基
礎
届
書
を
提
出
す
る
学
校
法
人

等
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担

当
者
用
ロ
グ
イ
ン
ペ
ー
ジ
▼
資
格
関
係
▼
磁

気
媒
体
で
の
申
請
〕
で
磁
気
媒
体
作
成
機
能

や
磁
気
媒
体
の
内
容
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
し
て
磁
気
媒
体
を
作
成
し
て
く
だ

さ
い
。
磁
気
媒
体
に
必
要
事
項
を
記
載
し
た

ラ
ベ
ル
を
貼
付
し
て
、
出
力
さ
れ
る
送
付
状

と
と
も
に
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
事
前
の
申
請
は
不
要
で
す
。

　

今
年
度
、
磁
気
媒
体
で
報
告
す
る
と
、
磁

気
媒
体
届
出
校
と
し
て
登
録
さ
れ
、
来
年
度

以
降
「
基
礎
届
書
」
は
送
付
さ
れ
ま
せ
ん
。

年
平
均
額
に
よ
る

 

保
険
者
決
定
に
該
当
す
る
場
合

　

下
表
の
三
つ
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合

は
、
過
去
１
年
間
の
平
均
給
与
月
額
に
よ
っ

て
本
年
９
月
か
ら
の
標
準
給
与
の
等
級
及
び

月
額
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◆
手
続
き
方
法

　

年
平
均
額
に
よ
る
保
険
者
決
定
の
要
件
に

該
当
し
、
本
人
が
希
望
す
る
場
合
は
、「
基

礎
届
書
」
の
提
出
と
と
も
に
、「
保
険
者
決

定
（
年
間
給
与
の
平
均
額
で
算
定
）
の
申
立

書
」（
様
式
第
１
）
と
「
標
準
給
与
基
礎
届
・

保
険
者
決
定
申
立
に
係
る
例
年
の
状
況
、
標

準
給
与
の
月
額
比
較
及
び
加
入
者
の
同
意

書
」（
様
式
第
２
）
の
提
出
が
必
要
と
な
り

ま
す
。
な
お
、
様
式
第
２
に
は
必
ず
本
人
の

表　〔年平均額の保険者決定の要件〕

要　

件

１　 当年４～６月の給与額を基に算出した給与月額
が、前年７月～当年６月の過去１年間の月平均
で算出した給与月額と比べて２等級以上の差が
あること

２　 年間の月平均と４～６月で算出した給与月額の
２等級以上の差が「業務の性質上例年発生する
こと」が見込まれること

３　 加入者が同意していること
注）「業務の性質上例年発生すること」とは、
①　 繁忙期にあたるなどの理由により４～６月の残業手当
等が他の期間と比べて多く支給されるなど、例年季節
的な給与変動が想定される場合

②　 学校全体ではなく、部署単位で給与等が変動する場合
も対象

③　 単年度だけなど、一時的な業務の繁忙により給与等が
増加する場合は対象外

業
務
部 

資
格
課

署
名
・
押
印
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
磁
気
媒
体
で
報
告
す
る
場
合
で
、

年
平
均
額
に
よ
る
保
険
者
決
定
を
希
望
す
る

と
き
は
、
様
式
第
１
の
申
立
書
及
び
様
式
第

２
の
同
意
書
の
書
面
を
磁
気
媒
体
提
出
時
に

同
封
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
注
意
事
項

・ 

７
月
か
ら
９
月
ま
で
の
い
ず
れ
か
の
月
を

改
定
月
と
す
る
標
準
給
与
の
改
定
が
行
わ

れ
る
場
合
は
、
そ
の
給
与
改
定
が
優
先
さ

れ
る
た
め
、
年
平
均
額
に
よ
る
保
険
者
決

定
を
行
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

・ 

標
準
給
与
の
月
額
は
年
金
や
傷
病
手
当
金

な
ど
、
加
入
者
が
受
け
る
保
険
給
付
の
額

に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
ご
留
意
の
う

え
、
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

・ 

平
均
額
に
１
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合

は
、
切
り
捨
て
と
な
り
ま
す
。
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標
準
給
与
は
、
資
格
取
得
時
に
決
定
さ
れ
た
後
、
毎
年
１
回
の
定
時
決
定
で
見
直
し
さ
れ

ま
す
。
た
だ
し
、
次
の
よ
う
な
給
与
の
増
減
が
あ
っ
た
場
合
は
標
準
給
与
の
改
定
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

標
準
給
与
の
改
定
（
随
時
改
定
）

　

固
定
的
給
与
の
変
動
が
伴
う
大
幅
な
給
与

の
増
減
が
あ
っ
た
場
合

◆
改
定
の
要
件

【
通
常
の
場
合
】

　

現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
給
与
の
月
額

に
比
べ
て
、
標
準
給
与
の
月
額
表
で
２
等
級

以
上
の
増
減
に
該
当
し
た
場
合
は
、
標
準
給

与
改
定
の
届
け
出
が
必
要
で
す
。

【
１
等
級
の
増
減
で
あ
っ
て
も
給
与
改
定
の

届
け
出
が
必
要
な
場
合
】

　

標
準
給
与
の
等
級
に
は
上
限
と
下
限
が
あ

り
、
昇
給
や
降
給
な
ど
に
よ
っ
て
給
与
が
大

き
く
変
動
し
て
も
２
等
級
以
上
の
差
が
生
じ

な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、標
準
給
与
が
第
42
級
の
場
合
は
、

第
43
級
が
上
限
で
あ
る
た
め
、
大
幅
な
給
与

の
増
加
が
あ
っ
た
と
し
て
も
２
等
級
以
上
の

差
が
生
じ
た
こ
と
に
な
り
ま
せ
ん
。同
様
に
、

第
２
級
の
加
入
者
に
大
幅
な
給
与
の
減
少
が

あ
っ
た
場
合
に
も
、
第
１
級
が
標
準
給
与
の

下
限
で
あ
る
た
め
給
与
改
定
に
該
当
し
な
い

こ
と
に
な
り
、
実
際
の
給
与
の
動
き
が
標
準

給
与
に
反
映
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
こ
の
よ
う
な
場
合
は
、
標
準
給

与
の
上
限
と
下
限
に
、
さ
ら
に
仮
定
の
等
級

と
し
て
第
44
級
の
「
１
２
４
万
５
０
０
０
円

以
上
」、
第
０
（
ゼ
ロ
）
級
の
「
９
万
５
０

０
０
円
未
満
」
を
設
定
し
ま
す
。
第
42
級
又

は
第
２
級
の
加
入
者
に
こ
の
仮
定
の
等
級
へ

の
増
減
が
あ
っ
た
場
合
は
、
大
幅
な
増
減
と

し
て
１
等
級
の
増
減
で
あ
っ
て
も
標
準
給
与

改
定
の
届
け
出
が
必
要
で
す
。

◆
届
け
出
の
方
法

　
「
標
準
給
与
改
定
届
書
」
に
、
増
減
し
た

月
か
ら
順
に
継
続
し
た
３
か
月
の
給
与
と
そ

の
平
均
額
を
記
入
し
、
改
定
月
（
変
動
し
た

月
か
ら
４
か
月
目
）
の
10
日
ま
で
に
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。
４
か
月
目
か
ら
標
準
給
与
の

月
額
及
び
掛
金
が
改
定
さ
れ
ま
す
。

退
職
後
、
引
き
続
き
再
雇
用
さ
れ
た

場
合
の
標
準
給
与
の
改
定

　

60
歳
以
上
の
加
入
者
が
、
退
職
後
引
き
続

き
再
雇
用
さ
れ
、
次
の
要
件
の
す
べ
て
に
該

当
し
た
場
合
は
、
再
雇
用
月
よ
り
即
時
に
標

準
給
与
を
改
定
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◆
改
定
の
要
件

①
60
歳
以
上
の
加
入
者

標
準
給
与
の
改
定
が
必
要
な
と
き
業
務
部 

資
格
課

② 

同
一
学
校
法
人
等
に
お
い
て
雇
用
契
約
上

一
旦
退
職
し
、
１
日
の
空
白
も
な
く
引
き

続
き
再
雇
用
さ
れ
る
こ
と

③ 

当
該
再
雇
用
時
に
お
い
て
、
現
に
確
認
さ

れ
て
い
る
標
準
給
与
の
月
額
と
比
べ
１
等

級
以
上
の
増
減
が
あ
る
こ
と

④
本
人
が
給
与
改
定
を
希
望
し
て
い
る
こ
と

　

な
お
、
①
〜
④
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
場

合
で
あ
っ
て
も
、
上
記
標
準
給
与
の
改
定

（
随
時
改
定
）
に
該
当
す
る
場
合
は
、
届
け

出
が
必
要
で
す
。

◆
標
準
給
与
の
改
定
月

　

再
雇
用
さ
れ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
標
準

給
与
を
改
定
し
ま
す
。

◆
届
け
出
の
方
法

　
「
標
準
給
与
改
定
届
書
（
即
時
改
定
用
）」

に
、
当
該
加
入
者
が
退
職
し
た
後
、
新
た
な

雇
用
契
約
を
結
ん
だ
こ
と
が
明
ら
か
に
で
き

る
書
類
（
再
雇
用
契
約
書
の
写
し
等
）
を
添

付
の
う
え
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

産
休
・
育
休
等
終
了
後
の
標
準
給
与

の
改
定

　

３
歳
未
満
の
子
を
養
育
す
る
加
入
者
が
、

産
前
・
産
後
休
業
や
育
児
休
業
等（
以
下「
産

休
・
育
休
等
」
と
い
い
ま
す
）
を
終
了
後
に

継
続
し
て
勤
務
し
、
次
の
要
件
の
い
ず
れ
に

も
該
当
し
た
場
合
は
、
標
準
給
与
を
改
定
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◆
改
定
の
要
件

① 

産
休
・
育
休
等
を
終
了
し
た
日
に
お
い
て
、

当
該
休
業
等
に
よ
り
養
育
し
て
い
る
子
が

３
歳
に
達
し
て
い
な
い
こ
と

② 

職
場
復
帰
の
日
を
含
む
３
か
月
の
給
与
の

平
均
が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
給

与
の
月
額
に
比
べ
１
等
級
以
上
の
増
減
が

あ
る
こ
と

③ 

本
人
が
給
与
改
定
を
希
望
し
て
い
る
こ
と

　

な
お
、
①
〜
③
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
場

合
で
あ
っ
て
も
、
上
記
標
準
給
与
の
改
定

（
随
時
改
定
）
に
該
当
す
る
場
合
は
、
届
け

出
が
必
要
で
す
。

◆
標
準
給
与
の
改
定
月

　

産
休
・
育
休
等
の
終
了
日
の
翌
日
の
属
す

る
月
か
ら
継
続
し
た
３
か
月
の
給
与
の
平
均

額
を
給
与
月
額
と
し
て
、
そ
の
翌
月
（
職
場

復
帰
し
た
月
か
ら
４
か
月
目
）
か
ら
標
準
給

与
を
改
定
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
職
場
復
帰
が
月
途
中
で
、
給
与

支
払
い
の
対
象
と
な
っ
た
日
数
が
17
日
未
満

で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
翌
月
か
ら
継
続
し
た

２
か
月
の
給
与
の
平
均
額
を
給
与
月
額
と
し

ま
す
。

◆
届
け
出
の
方
法

　

加
入
者
が
職
場
復
帰
し
て
３
か
月
を
経
過

し
た
後
、「
標
準
給
与
改
定
申
請
書（
産
休
・

育
休
終
了
者
用
）」
を
速
や
か
に
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

※ 

産
休
・
育
休
等
終
了
後
の
標
準
給
与
の
改

定
に
よ
り
標
準
給
与
の
月
額
が
下
が
る

場
合
は
、「
育
児
に
か
か
る
標
準
給
与
従

前
保
障
申
請
書
」
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ

り
、
年
金
算
定
時
に
従
前
の
標
準
給
与
の

月
額
が
保
障
さ
れ
ま
す
。



平成 2 7 年 6 月 1 日　第 2 1 0 号

12

共
済
業
務

住宅の購入、リフォーム費用に

▶貸付金額
　申し込み時点での
　退職手当金額＋上乗せ額まで
　（最高2000万円）
▶半年払償還（1月・7月）の併用
を選ぶことができます。
▶申し込みの際に、団体信用生
命保険（※）に任意加入できます。

住 宅
5日間以上の入院に

▶貸付金額
　標準給与の月額の6か月分まで
　（最高120万円）

▶入院後6か月以内にお申し込
みください。

医 療

福祉部
貸付課加入者貸付制度のご案内

加入者の皆様が毎日生活するうえで、臨時に資金を必要とするときなどにその資金を貸し付ける制度です。
目的に応じて6種類の貸付けがあります。

１　貸付けの申し込みができる人
 加入者期間が引き続き1年以上ある加入者

＊住宅貸付は、長期給付の加入者期間が引き続き5年以上ある加入者
加入者の資格を喪失したときは、全額返済（即時償還）しなければなりません。
加入者貸付は在職中の加入者が対象となるため、任意継続加入者は申し込みの対象となりません。

２　貸付けの利率
 変動金利　年2.26％（平成27年５月１日現在） ＊災害貸付は年2.00％

３　貸付けの申し込み手続き
貸付けの申し込み手続きは、すべて学校法人等を経由して行ってください。
申し込み締め切りは毎月15日（必着）で、送金日は翌月2日となります。

 　（毎月16日から月末までに申し込んだ場合、希望により翌月22日送金も行っています）
貸付金額、償還回数は私学共済ホームページをご覧ください。

４　貸付けの償還
返済（元利均等償還）は、毎月、定期償還額を学校法人等が給与等から控除します。
償還途中に、貸付金額の全部又は一部を任意に償還することができます。

貸付共通事項

車の購入など、臨時の資金に

▶貸付金額
　標準給与の月額の6か月分まで
　（最高200万円）

▶生活資金、借入金の返済、事
業性資金、資産運用資金など
は対象となりません。

一 般

非常災害時に

▶貸付金額
 標準給与の月額の6か月分まで
　（最高200万円）

▶災害発生日以後、6か月以内に
お申し込みください（激甚災
害を除きます）。

災 害

入学費用・授業料に

▶貸付金額
　標準給与の月額の12か月分まで
（最高500万円）

▶おおむね1学年以内に必要と
する教育資金が対象となりま
す。

教 育
結婚費用に

▶貸付金額
　標準給与の月額の6か月分まで
　（最高200万円）

▶婚姻の前後6か月以内にお申
し込みください。

結 婚

※団体信用生命保険 住宅貸付を借り受けている加入者が償還途中に死亡又は所定の高度障害状態になった場合、生命保険会社から
私学事業団に支払われる保険金が貸付金残高の弁済に充当される制度です（任意加入）。

詳しくは、
私学共済ホームページ
〔福祉事業のご案内▶
貸付けを受ける〕を
ご覧ください。
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●対象者
　人間ドック受診日において、満35歳以上の加入者（任意継
続加入者を含みます）、被扶養者及び75歳以上で引き続き勤務
している教職員（被扶養者を除きます）
●補助対象となる人間ドック
　私学事業団で定めた基準検査項目表（右表）の検査をすべて
実施した場合にのみ対象となります。検査項目が不足している
と補助の対象となりませんので、検査項目漏れのないようにあ
らかじめ健診施設に確認のうえ利用してください。
　なお、健康診断及び学校法人等が福利厚生の一環として行う
健康管理などは、学校法人等に対する補助事業ではないため補
助の対象にはなりません。
※契約健診施設（私学共済ブック2015〔保健・宿泊編〕18頁
～参照）以外でも基準検査項目を満たす人間ドックであれ
ば、補助の対象となります。

●補助金
　消費税を除く利用料金の50%相当額を補助金として支給し
ます。ただし、補助限度額は25,000円となります。
●請求方法

〔注1〕 領収証明を受けられない場合は、領収書（原本）を添付してください。
〔注2〕 任意継続加入者は直接私学事業団へ提出してください。補助金は任意

継続申出時の登録ロ座に原則１か月から１か月半で送金します。

基準検査項目表
区分

検査項目
日 帰 り の
人 間 ド ッ ク

１泊２日以上の
人 間 ド ッ ク

既往歴の調査及び質問票 ○※1 ○※1
自覚・他覚病状の検査 ○ ○

身
体
計
測

身 長 ○ ○
体 重 ○ ○
Ｂ Ｍ Ｉ ○ ○
腹 囲 ○ ○

生　
　

理

血 圧 ○ ○
標準12誘導心電図 ○※2 ○※2
眼 底 検 査 ○ ○
眼 圧 検 査 ○ ○
視 力 検 査 ○ ○
肺 機 能 検 査 ○※3 ○※3

Ｘ
線
他

胸 部 Ｘ 線 ○※4 ○※4
胃 Ｘ 線 ○※5 ○※5
腹 部 超 音 波 ○※6 ○※6

生　
　

化　
　

学

総 蛋 白 ○ ○
A ／ G ○ ○
ア ル ブ ミ ン ○ ○
ク レ ア チ ニ ン ○ ○
尿 酸 ○ ○
総コレステロール ○ ○
HDL-コレステロール ○ ○
LDL-コレステロール ○ ○
中 性 脂 肪 ○ ○
総ビリルビン又は
尿 ビ リ ル ビ ン ○ ○

Ｇ Ｏ Ｔ ○ ○
Ｇ Ｐ Ｔ ○ ○
γ - Ｇ Ｔ Ｐ ○ ○
Ａ Ｌ - Ｐ ○ ○

血 糖 ○
（空腹時）

○
（負荷）※7

Ｈ ｂ Ａ １ ｃ ○ ○

血　

液　

学

赤 血 球 ○ ○
白 血 球 ○ ○
血 色 素 ○ ○
ヘ マ ト ク リ ッ ト ○ ○
血 小 板 数 ○ ○
Ｍ Ｃ Ｖ ○ ○
Ｍ Ｃ Ｈ ○ ○
Ｍ Ｃ Ｈ Ｃ ○ ○

血
清
学

Ｃ Ｒ Ｐ ○ ○
血液型（ABO、Rh）○初回のみ必須 ○初回のみ必須
Ｈ Ｂ ｓ 抗 原 ○ ○

尿

蛋 白 半 定 量 ○ ○
尿 糖 ○ ○
潜 血 ○ ○
沈 渣 ○※8 ○※8
比 重 ○ ○

便 潜 血 ○※9 ○※9
※1  既往歴の調査及び質問票（特定健康診査における「標準的な質問票」

による服薬歴及び喫煙習慣の状況等にかかる22項目の調査）
※2 負荷試験は任意で実施
※3 努力性肺活量１秒量
※4 フィルム大角２枚　２方向（胸部CT可）
※5  胃X-P ４F８枚以上（分割を含みます）
　　発泡剤、鎮痙剤、下剤の使用は任意（胃カメラ可）
※6  検査対象臓器は胆のう・肝臓（脾臓を含む）・膵臓・腎臓とする。ただし、

膵臓検出できないときはその旨記載すること
※7  血糖３回、75gブドウ糖負荷試験を実施。明らかに糖尿病と判明して

いる場合は省略し、「空腹時血糖」、「尿糖」及び「HbA1c」で可
※8 蛋白、潜血反応が陰性であれば省略可
※9 免疫法で実施。２回法が望ましい

①
人間ドックを利用し、
窓ロで費用を自己負担
（「加入者証」などを提
示）

②
「人間ドック利用補助
金請求書」に領収証明
を受ける（領収証明書
の内訳欄に消費税額の
記入が必要）〔注1〕

③
「人間ドック利用補助
金請求書」提出〔注2〕

⑥
補助金受給

④
請求書に学校法人等
代表者印を押印し提出

⑤
送金

　人間ドックを利用した場合、年度内１回に限り
補助金を支給します。

人間ドック利用費用の補助

　学校法人等の実施する健康診断等を受けることができずに、
人間ドックの検査結果を特定健康診査の実施に代える場合につ
いては、人間ドック利用補助金を請求する際に、「人間ドック利
用補助金請求書」、「特定健康診査受診結果票」、「標準的な質問
票（22項目）」を併せて提出してください。
　※上記請求書等は私学共済ホームページ〔様式用紙等のダウン
ロード〕からダウンロードできます。

健　診　施　設

加　入　者・被　扶　養　者

学　校　法　人　等

私　学　事　業　団

福祉部 保健課



２日（木） 貸付  送金
６日（月） 貸付  ６月分定期償還期限

10日（金）
貯金  払込期限（必着）
資格  「標準給与基礎届書」提出期限

15日（水） 貸付  ８月３日送金申し込み・任意償還申出締め切り

共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

共済業務

１日（月） 積立共済年金・共済定期保険  前期加入申し込み開始
２日（火） 貸付  送金
６日（土） 貸付  ５月分定期償還期限

10日（水）
貯金  払込期限（必着）
生涯生活設計セミナー  申し込み締め切り

15日（月） 貸付  ７月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

22日（月）
貯金  送金
貸付  送金

25日（木）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

29日（月）
掛金  ５月分掛金口座振替（自振校のみ）
貸付  ６月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（火）
掛金  ５月分納期限
貸付  ７月22日送金申し込み締め切り
積立共済年金・共済定期保険  前期加入申し込み締め切り

月の共済業務スケジュール６６

月の共済業務スケジュール７７

賞与等支給報告書の提出

　賞与等支給報告書は、登録されている賞与等支給予定
月の前月に学校法人等へ送付（磁気媒体及び電算用紙に
よる報告を登録した学校法人等を除く）します。
　賞与等を支給した日（同月内に賞与等の支給が複数回
あった場合は最後に支給した日）から５日以内に提出し
てください。
　賞与掛金は、６月23日（火）受付分までは、６月分の
掛金で調定する予定です。
〔賞与等支給報告の注意点〕
・ 賞与等の支給がない場合は、提出の必要はありません。
・ 賞与等支給報告書に記載されている加入者で、賞与等
の支給のない人がいる場合は、該当加入者番号から賞
与区分までを二重線で抹消してください（抹消せず、
０円や空欄で報告された場合は、「未確認連絡書」を
送付します）。

・ 記入に際しては、平成23年版 ｢様式用紙等の記入例集」
14ページ又は私学共済ホームページ〔様式用紙等のダ
ウンロード〕に掲載の記入例を参照してください。

・ 支給年月や賞与等区分の記入漏れにご注意ください。
・ 磁気媒体や電算用紙で報告する場合は、提出前に加入
者番号と生年月日を確認してください。

・ 電算用紙による申請は、事前の承認が必要です。
 【業務部　資格課】

「レター」７月号等の送付

　加入者向広報「レター」７月号等を７月初旬に学校法
人等宛てに送付します。送付部数は、５月末現在の加入
者数（後期高齢者医療制度の被保険者となった人を含み
ます）となります。不足の場合は、広報班まで連絡して
ください。
　また、本年10月に実施される被用者年金制度の一元化
に伴い、事務の取り扱い等が変更となる予定ですが、政
省令等の公布及び詳細部分が決定していないことから、
27年版「事務の手引」は発行いたしません。事務の取
り扱いの詳細につきましては決まり次第、通知文及び私
学共済ホームページでご連絡する予定です。ご理解とご
協力をお願いします。
 【広報相談センター　広報班】

生涯生活設計セミナーの申し込み締め切り

　生涯生活設計セミナー（加入者とその配偶者を対象）
の申し込みは６月10日（水）必着です。希望する人がい
ましたら早めにお申し込みくださるようお願いします。
 【福祉部　保健課】

積立共済年金と共済定期保険の
前期加入申し込み締め切り

　前期加入申し込みは６月30日（火）必着です。
〔積立共済年金〕
　新規加入のほかに、既加入者の他コースへの加入や口数
変更（増口・減口）・中途一時払の申し込みも受け付けます。
〔共済定期保険〕
　「家族年金コース」（「医療保障コース」の同時加入可）
及び「学校加入コース」の新規加入申し込みのみ受け付
けます。なお、他コースの新規加入、既加入者の加入内
容の変更及び脱退は、後期加入申込期間（11月）での取
り扱いとなります。 【福祉部　保健課】
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
助成業務　http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　http://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）



私学振興事業本部
〒102 - 8145　東京都千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）
助成業務

学校法人基礎調査提出のお願い

　学校法人基礎調査については、インターネットを利用
した「基礎調査票ｅ‒マネージャ」による作成・提出を
お願いしています。
■提出締め切り　６月30日（火）
　○ 〔文部科学大臣所轄法人（大学・短期大学・高等専

門学校法人用）〕
　　→ 土地・建物面積等、財務関係等
　○ 〔知事所轄法人（高等学校・中等教育学校・中学校・

小学校法人用）〕
　　→学校法人の概要、人数、財務関係等全帳票
■添付書類
　学校法人基礎調査の提出に際しては、添付書類として

「決算関係書類（平成26年度計算書類及び附属明細表）」
を文部科学大臣・知事所轄法人ともに、私学情報室まで
郵送にてご提出ください。私立大学等経常費補助金の関
係で、すでに補助金課に提出している場合であっても、
別途ご提出をお願いします。

※「基礎調査票ｅ‒マネージャ」は、原則終日ご利用い
ただけます。
　なお、システムメンテナンス等によりｅ‒マネージャ
を休止する場合は、別途学校法人ポータルサイトにて
お知らせします。
　詳しくは、平成27年度学校法人基礎調査票ｅ‒マネー
ジャ「操作マニュアル・入力要領」をご参照ください。

 【私学経営情報センター　私学情報室】
 ☎03（3230）7840～7843
 Ｅメール　k-chousa@shigaku.go.jp

委員の就退任のお知らせ
◆共済運営委員会
平成27年３月31日付
退　任　　　　大　場　　一　人

平成27年４月１日付
新　任　　　　笠　井　　淳　三

平成27年度　日本私立学校振興・共済事業団職員募集
　私学事業団では、下記のとおり平成 27年度職員採用試験を行いますので、関係者の方にご案内ください。

受験手続き、その他詳細については私学事業団ホームページ▶採用・募集情報にてご確認ください。

●受験資格…学校教育法による大学の学部を卒業し
た者、もしくは平成 28 年３月までに卒業見込み
の者又は本事業団がこれらと同等と認めた者。

●採用予定人数…10 名程度
●採用予定年月日…平成 28 年４月１日
　（既卒者は平成 27 年度中に採用の場合あり）
●受験申込期間
　平成 27 年６月 15 日（月）～７月３日（金）

●第一次試験（教養・作文）
　平成 27 年８月 30 日（日）
　会場　東京大学教養学部駒場キャンパス
●第二次試験（第一次試験合格者に対する面接等）
　平成 27 年９月（予定）
　【問い合わせ先】
　　総務部 人事課
　　　☎ 03（3230）7884、03（3813）9518
　　　Ｅメール　jinji@shigaku.go.jp

クールビズを実施しています
　私学事業団では、例年、政府が推進する「地球温暖化防止」等の施策への対応としてクールビズを実施していま

す。今年も昨年同様に節電の取り組みが必要とされていることから、５月１日～10月31日までの間、冷房温度の

調節を行い、軽装での執務を実施しています。取り組みへのご理解をお願いします。
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融資事業のご案内融資事業の ご 案 内

宿泊施設のご案内宿泊施設の ご 案 内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
h t t p : / / w w w . s h i g a k u k y o s a i . j p /

対象となる主な施設や事業と融資金利は次のとおりです。

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

　私学事業団融資は、長期借入・
固定金利・元金据置（最大２年間）・
元金均等償還です。

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jp

■融資金利表（平成27年６月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　 校（園）舎、体育館、講堂、遊戯室

等の建築事業等並びに校（園）地の
買収事業等

年％ 年％ 年％

1.1 0.6 0.5

【特別施設費】
　　 寄宿舎、国際交流会館、セミナー

ハウス等の建築事業並びに当該施
設建築のための土地買収事業等

1.2 0.7 ―

【教育環境整備費】
　　 校教具（※幼稚園、特別支援学校、

専修学校が対象）、通園バス、大
型設備・情報技術整備等の購入

― 0.6
5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.4
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。

〒460-0003　名古屋市中区錦3-11-13　☎052（957）1022
（JR「名古屋」駅から地下鉄東山線「栄」駅、地下鉄桜通線「久屋大通」駅、「丸の内」駅下車、それぞれ徒歩
５分。又は地下鉄鶴舞線・東山線「伏見」駅下車徒歩８分）http://www.hotelgp-nagoya.com/

ひつまぶし（イメージ）ひつまぶし（イメージ）

『名古屋名物宿泊プラン』『名古屋名物宿泊プラン』

味噌カツ（イメージ）味噌カツ（イメージ）

　夕食を、人気の名古屋名物「味噌カツ」「ひつまぶし」「味噌煮込みうどん」「手羽先と奥美濃古地鶏」から　夕食を、人気の名古屋名物「味噌カツ」「ひつまぶし」「味噌煮込みうどん」「手羽先と奥美濃古地鶏」から
お選びいただける絶品プランをご用意してお待ちしております。お選びいただける絶品プランをご用意してお待ちしております。

●スタンダードシングル
　１泊２食（１名１室／１名様）　9,500円
※ ２名様より承ります。
※ ツインルームもご用意しております。
※ シングルルームでのご宿泊がお得です。
詳細は、お問い合わせください。

名古屋メシを楽しむ

湯河原　 敷
しき

　島
しま

　館
かん 〒259-0314　神奈川県足柄下郡湯河原町宮上745　☎0465（63）3755

（JR「湯河原」駅から「奥湯河原」行き又は「不動滝」行きバスで「美術館前」下車、
すぐ前）

※　両コースとも２名様より承ります。また内容は季節により異なります。ホームページもご覧ください。

　「敷島館」近隣の万葉公園では「ほたるの宴」（６月３日～16日）が催されます。ゲンジボタルが乱舞す
る幻想的なひと時をお楽しみください。

「金目鯛コース」
１泊２食／１名様

11,800円
会席料理（７品）に金目
鯛姿煮が付いたお得な
コースです。

金目鯛姿煮金目鯛姿煮
（イメージ）（イメージ）

刺身コース刺身コース
（イメージ）（イメージ）

「お刺身コース」
１泊２食／１名様

13,300円
「和食会席コース」のお
刺身をグレードアップし
ております。＊写真は２名
様分のお刺身です。




